
平成２９年度

栗 原 市 水 道 事 業 会 計 決 算 書



平成２９年度栗原市

収　　　　　入

　第 1 款　　水道事業収益

支　　　　　出

円

　第 1 款　　水道事業費用

予　　　　　算　　　　　額

△ 3,060,000

円

　第 4 項　 予備費　 △ 1,171,000

　第 3 項　 特別損失　

（１）　収益的収入及び支出

補正予算額

区　　　　　分

△ 4,740,000

円 円

　第 2 項　 営業外費用　

△ 4,138,000

当初予算額 補正予算額

　第 1 項　 営業費用　

△ 3,060,000

区　　　　　分

予　　　　　算　　　　　額

予 備 費
支 出 額

円 円円

流　 用
増減額

地方公営企
業 法 第 ２ ４
条第３項の
規定による
支 出 額

当初予算額

　第 3 項　　特別利益

　第 2 項　　営業外収益　

　第 1 項　　営業収益　

地方公営企業法第２４条第３項の
規定による支出額に係る財源充当
額

円

△ 125,000
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平成２９年度栗原市

収　　　　　入

　第 1 款　　水道事業収益

支　　　　　出
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　第 1 款　　水道事業費用
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地方公営企
業 法 第 ２ ４
条第３項の
規定による
支 出 額

当初予算額

　第 3 項　　特別利益

　第 2 項　　営業外収益　

　第 1 項　　営業収益　

地方公営企業法第２４条第３項の
規定による支出額に係る財源充当
額
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△ 125,000

水道事業決算報告書

円 円

予　　　　　算　　　　　額

合　　　　　計

円

円円

合　　計小　　計

地方公営企業
法第２６条第２
項の規定による
繰 越 額

円

円

予　　　　　算　　　　　額

円

（うち仮払消費税
及び地方消費税
176,775円）

不　用　額

(うち仮払消費税
及び地方消費税
59,770,992円）

円

地方公営企
業法第２６条
第２項の規
定 に よ る
繰 越 額

決　算　額 備　　考

予算額に比べ
決算額の増減

（うち仮受消費税及び地方消費税
104,956円）

決　算　額

（うち仮受消費税及び地方消費税
3,045,892円）

備　　　　　考

（うち仮受消費税及び地方消費税
142,822,955円）
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（２）　資本的収入及び支出

収　　　　　入

　第 1 款　資本的収入

支　　　　　出

　第 1 款　資本的支出

 資本的収入額が資本的支出額に不足する額６９６，０４７，３８４円は、当年度分消費税及び

 ６７５，５４０，６１４円で補てんした。

区　　　　　分

予　　　　　算　　　　　額

当初予算額 補正予算額 小    計

区　　　　　分
当初予算額

円

地方公営企業
法第２６条の規
定 に よ る 繰 越
額に係る財源
充 当 額

補正予算額

円

予　　　　　　　算　　　　　　　額

円 円

流 用
増減額

地 方 公 営 企
業法第２６条
の規定による
繰 越 額

円円

△ 19,569,000

円

小　　　計

円

△ 2,409,000

第 3 項　その他負担金　

第 2 項　出資金

第 1 項　加入金　

△ 21,701,000

△ 72,846,000

円

第 1 項　建設改良費　

第 2 項　企業債償還金　

△ 73,008,000
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当初予算額 補正予算額 小    計

区　　　　　分
当初予算額

円

地方公営企業
法第２６条の規
定 に よ る 繰 越
額に係る財源
充 当 額

補正予算額

円

予　　　　　　　算　　　　　　　額

円 円

流 用
増減額

地 方 公 営 企
業法第２６条
の規定による
繰 越 額

円円

△ 19,569,000

円

小　　　計

円

△ 2,409,000

第 3 項　その他負担金　

第 2 項　出資金

第 1 項　加入金　
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△ 72,846,000

円

第 1 項　建設改良費　

第 2 項　企業債償還金　

△ 73,008,000

　 　

　

地方消費税資本的収支調整額２０，５０６，７７０円、過年度分損益勘定留保資金

（うち仮払消費税
及び地方消費税
21,442,370円）

合　　　計

合　計

予　　　　　算　　　　　額

地方公営企業
法第２６条の規
定による繰越額

継続
費逓
次繰
越額

継 続 費
逓 次 繰
越 額

決　　算　　額

予　　　　　　　算　　　　　　　額

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

円円 円

備　　考

円円

予算額に比べ決
算 額 の 増 減

△ 69,501,720

△ 71,189,320

円

（うち仮受消費税
及び地方消費税
935,600円）

円円

不用額
合　　計

円円円

備　　考決　算　額

翌年度繰越額

－387－



円 円 円

その他未処分利益剰余金変動額

そ の 他 特 別 利 益

当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

臨 時 損 失

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

雑 収 益

雑 支 出

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

経 常 利 益

受取利息及び配当金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 損 失

他 会 計 補 助 金

そ の 他 の 営 業 収 益

平成２９年度栗原市水道事業損益計算書
(平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで)

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

総 係 費

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

受 託 工 事 費

配 水 及 び 給 水 費
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平成２９年度栗原市水道事業剰余金計算書
　（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

（単位　円）

受贈財産評価額 工事負担金 国県補助金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

当年度変動額

出資の受入

工事負担金の受入

除却損への補填

補助金の受入

欠損金への補てん

一般会計負担金の受入

受贈財産の受入

当年度純利益

当年度末残高

（単位　円）

減債積立金 利益積立金 建設改良積立金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

当年度変動額

出資の受入

工事負担金の受入

除却損への補填

補助金の受入

欠損金への補てん

一般会計負担金の受入

受贈財産の受入

当年度純利益

当年度末残高

平成２９年度栗原市水道事業剰余金処分計算書

（単位　円）

当年度末残高

（繰越利益剰余金）

処分後残高

剰　余　金

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

資本金の引継
（栗原市簡易水道事業統
合に伴う変動）

資本金の引継
（栗原市簡易水道事業統
合に伴う変動）

処分後残高

資本合計利　益　剰　余　金

処分後残高

議会の議決による処分額

資本金

剰　余　金

資　本　剰　余　金

－389－



１　固定資産

(１)　有形固定資産 円 円 円 円

イ 土地

ロ 立木

ハ 建物

減価償却累計額 △ 628,390,613

ニ 構築物

減価償却累計額 △ 7,243,445,347

ホ 機械及び装置

減価償却累計額 △ 3,501,882,575

ヘ 車両及び運搬具

減価償却累計額 △ 19,673,680

ト 工具器具及び備品

減価償却累計額 △ 89,257,013

チ 建設仮勘定

有形固定資産合計

(２)　無形固定資産

イ 施設利用権

ロ 電話加入権

ハ ダム使用権

無形固定資産合計

(３)　投資その他の資産

イ 保管有価証券

投資合計

固定資産合計

２　流動資産

(１)　現金預金

(２)　未収金

　　　貸倒引当金 △ 1,499,796

(3)　貯蔵品

(4)　前払金

流動資産合計

資産合計

平成２９年度栗原市水道事業貸借対照表
（平成 30 年 3 月 31 日）

資　産　の　部
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３　固定負債

(１)　企業債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

ロ その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４　流動負債

(１)　企業債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

ロ その他の企業債

企業債合計

(２)　未払金

(３)　前受金

(４)　引当金

イ 賞与等引当金

引当金合計

(５)　その他流動負債

流動負債合計

５　繰延収益

長期前受金

収益化累計額 △ 2,797,733,702

繰延収益合計

負債合計

６　資本金

７　剰余金

(１)　資本剰余金

イ 国庫補助金

ロ 受贈財産評価額

資本剰余金合計

(２)　利益剰余金

イ 減債積立金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

負　債　の　部

資　本　の　部
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　　　　　平成２９年度栗原市水道事業報告書

１　概況 　

（１）総括事項

①経営

（ア）給水状況

（イ）収益的収入・支出

（ウ）資本的収入・支出

　　水道は、市民生活に直結したライフラインとして、公衆衛生の向上、各種産業文化の
　発展基盤として欠くことのできない重要な基幹施設であり、常に施設の点検整備を行い､
　安全、安心、安定供給に万全を期しているところであります。
　　平成２９年度は、栗原市簡易水道事業を統合し、統合初年度の決算となりました。
　　給水戸数は横ばいであったものの、給水人口の減少、節水意識の浸透さらには夏場の
　天候不良などにより、年間配水量、年間有収水量ともに前年度に対し減少しました。
　　施設面では、既存施設の有効利用のための維持修繕を行ったほか、２浄水場を休止し
　効率的な施設の管理、運営に努めました。また、石綿セメント管等の配水管布設替工事
　を行うなど、将来にわたり安全、安心な水道水の安定的な給水を確保するために必要な
　建設改良事業を各地区で実施しました。
　

  　平成２９年度末の給水状況は、前年度に対し、給水戸数は横ばいであったものの、年
　間配水量、年間有収水量ともに減少しました。
　　給水人口 66,607人(前年比 635人減)、給水戸数 23,555戸(前年比 5戸増)、年間配水
　量 7,981,905㎥(前年 169,999㎥減)､年間有収水量 6,126,084㎥(前年比 69,254㎥減)で､
　有収率は 76.7％(前年比 0.7％増)となりました。
　※前年度数値は栗原市簡易水道事業分を含む。

　　事業収益は 2,400,922千円で､内訳は営業収益 1,792,343千円(給水収益 1,769,591千
　円､その他営業収益 22,752千円)、営業外収益 570,461千円、特別利益 38,118千円であ
　ります。
　　事業費用は 2,276,986千円で、主な内訳は職員給与費 185,876千円、浄水場管理等委
　託料 314,448千円、動力費 128,339千円、修繕費 159,472千円、受水費 97,825千円､減
　価償却費 1,092,710千円、支払利息 212,407千円、災害による損失 1,616千円となって
　います。
　　従って、当年度純利益は 123,936千円となりました。

　　資本的収入は 364,724千円で､その内訳は加入金 12,630千円、他会計出資金 289,389
　千円、その他負担金 62,705千円であります。
　　資本的支出は 1,060,772千円で、内訳は建設改良費 294,025千円、企業債償還金
　 766,747千円であります。
　　収入額が支出額に不足する額 696,048千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収
　支調整額 20,507千円､過年度分損益勘定留保資金 675,541千円をもって補てんしました｡
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　　従って、当年度純利益は 123,936千円となりました。

　　資本的収入は 364,724千円で､その内訳は加入金 12,630千円、他会計出資金 289,389
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　　資本的支出は 1,060,772千円で、内訳は建設改良費 294,025千円、企業債償還金
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（２）議会議決事項

提出年月日 議決年月日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

（３）行政官庁認可事項

申請先 認可（許可）年月日

平成29年5月築館宮野大規模火災による市が指定す
る住宅の入居者に対する水道事業の水道料金の特例
に関する条例について

議案第68号

認定第11号

議案第10号 平成29年度栗原市水道事業会計補正予算（第4号）

栗原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正
する条例について

議案第21号 平成30年度栗原市水道事業会計予算

議案番号 件　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

平成28年度栗原市水道事業会計決算認定について

議案第153号 平成29年度栗原市水道事業会計補正予算（第3号）

議案第132号 平成29年度栗原市水道事業会計補正予算（第2号）

議案第135号

承認第10号
専決処分の承認を求めることについて
（平成28年度栗原市水道事業会計補正予算(第3号)）

議案第67号

認定第8号
平成28年度栗原市簡易水道事業特別会計歳入歳出
決算認定について

平成29年度栗原市水道事業会計補正予算（第1号）

報告第3号
平成28年度栗原市水道事業会計予算繰越計算書に
ついて

申請年月日 件　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

該当なし
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（４）職員に関する事項

区分
職種

（５）料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

１．水道料金について

２．水道事業の変更について

　　平成２９年４月１日から、簡易水道事業を水道事業に統合いたしました。

３．平成２９年５月築館宮野大規模火災による水道事業手数料等の免除について

　　平成２９年５月に発生した築館宮野大規模火災により被災を受けられた方々に対し、以下の支援対
　策を講じました。

　①居住する住宅が全焼の被害を受け、市が指定する住宅に入居後の６か月間の水道料金の減額
　②居住する住宅が全焼の被害を受け、住宅の新築、改築をする場合の給水装置新設及び改造工事に係
　　る手数料並びに加入金の免除

計

係 長

主 事

業 務 員

次 長 △ 1

課 長

課 長 補 佐

部 長

(単位　人）

備　　　　　　　考本年度末 前年度末 比較増減

◇栗原市水道料金表（基本料金、従量料金） （単位：円、税込み）

水量区分

1～10 11～20 21～50 51～100 101～ 1,001～ 5,001～ 10,001～ 30,001～

メーター口径 基本料金 ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥

１３ｍｍ 1,877円 105円 246円 257円 270円 270円 270円 270円 270円 270円

２０ｍｍ 1,995円 105円 246円 257円 270円 270円 270円 270円 270円 270円

２５ｍｍ 3,755円 105円 246円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

３０ｍｍ 4,929円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

４０ｍｍ 7,393円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

５０ｍｍ 9,858円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

７５ｍｍ 19,716円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

１００ｍｍ 36,968円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

２００ｍｍ 73,936円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

臨時用 ―

従量料金（１㎥につき）

551円

－394－



（４）職員に関する事項

区分
職種

（５）料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

１．水道料金について

２．水道事業の変更について

　　平成２９年４月１日から、簡易水道事業を水道事業に統合いたしました。

３．平成２９年５月築館宮野大規模火災による水道事業手数料等の免除について

　　平成２９年５月に発生した築館宮野大規模火災により被災を受けられた方々に対し、以下の支援対
　策を講じました。

　①居住する住宅が全焼の被害を受け、市が指定する住宅に入居後の６か月間の水道料金の減額
　②居住する住宅が全焼の被害を受け、住宅の新築、改築をする場合の給水装置新設及び改造工事に係
　　る手数料並びに加入金の免除

計

係 長

主 事

業 務 員

次 長 △ 1

課 長

課 長 補 佐

部 長

(単位　人）

備　　　　　　　考本年度末 前年度末 比較増減

◇栗原市水道料金表（基本料金、従量料金） （単位：円、税込み）

水量区分

1～10 11～20 21～50 51～100 101～ 1,001～ 5,001～ 10,001～ 30,001～

メーター口径 基本料金 ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥

１３ｍｍ 1,877円 105円 246円 257円 270円 270円 270円 270円 270円 270円

２０ｍｍ 1,995円 105円 246円 257円 270円 270円 270円 270円 270円 270円

２５ｍｍ 3,755円 105円 246円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

３０ｍｍ 4,929円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

４０ｍｍ 7,393円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

５０ｍｍ 9,858円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

７５ｍｍ 19,716円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

１００ｍｍ 36,968円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

２００ｍｍ 73,936円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

臨時用 ―

従量料金（１㎥につき）

551円

２　工事

（１）建設改良工事の概況

事 業 名 施 工 内 容 事 業 費 竣 工 年 月 日

栗水上28-308（高）号
高清水袖山跨道橋配
水管布設替補償工事

配水管布設替工
施工延長　L=69.8m
橋梁添架管PE150　L=64.9m
RRVP150　L=11.6m
仮設管、ステンレス鋼管
150A　L=81.6m

21,806,280円 平成 年 月 日

栗水上28-311（栗）号
栗駒稲屋敷地区配水
管布設工事

配水管布設工
施工延長　L=363.3m
配水管布設（PEφ100）

配水管布設（PEφ75）

8,911,080円 平成 年 月 日

栗水上28-313(志)号
市道大林線配水管布
設替工事

配水管布設替工
施工延長　L=27.1m
水管橋ポリエチレン管（PEφ
100m/m）　L=14.3m
布設延長　ビニル管（RRVP
φ100m/m）　L=13.2m

4,798,440円 平成 年 月 日

栗水上28-316（築）号
築館新田地区配水管
布設替工事

配水管布設替工
施工延長　L=20.8m
布設延長　ポリエチレン管
（PEφ150m/m）　L=21.2m
仮設配管工　ステンレス鋼管
（SUSφ100A）　N=1式

7,992,000円 平成 年 月 日

栗水工29-101（栗）号
県道文字上尾松線配
水管布設替工事

石綿セメント管更新工
施工延長　L=499.1m
布設延長（VPφ100）

布設延長（VPφ50）

16,376,040円 平成 年 月 日

栗水工29-102（高）号
高清水西善光寺地内
消火栓設置工事

消火栓設置工
地上式消火栓　N=1基 777,600円 平成 年 月 日

栗水工29-103（志）号
志波姫北郷荒町地区
配水管布設替補償工
事

配水管布設替工
施工延長　L=489.7m
布設延長PPφ50　L=47m
布設延長RRVPφ75

15,631,920円 平成 年 月 日

栗水工29-104（高）号
高清水台町地区配水
管布設替補償工事

配水管布設替工
施工延長　L=69.5m
布設延長RRVPφ150 7,905,600円 平成 年 月 日

栗水工29-105（栗）号
栗駒岩ケ崎六日町地
内消火栓設置等工事

消火栓設置工
地上式消火栓　N=2基
配水管布設替工
施工延長（RRVPφ75）

3,046,680円 平成 年 月 日

栗水工29-106（高）号
高清水横手地区舗装
本復旧工事

舗装本復旧工（石綿セメント
管更新）
施工延長L=289.9m
表層工（再生密粒度As13F
t=5）　A=1,390㎡
不陸整正（補充材RC-40　平
均t=4.8） A=1,390㎡

7,450,920円 平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平 成 年 月 日

平 成 年 月 日

平成 年 月 日

着 工 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
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事 業 名 施 工 内 容 事 業 費 竣 工 年 月 日

栗水工29-107（若）号
若柳有賀地区配水管
布設工事

配水管布設工
施工延長　L=483.3m
布設延長（PEφ100）

布設延長（保温付SUS100A
添架管）

25,689,960円 平成 年 月 日

栗水工29-108（若）号
若柳福岡地区配水管
布設替補償工事

配水管布設替工
施工延長　L=318m
布設延長RRVPφ75

布設延長RRVPφ100

布設延長RRVPφ125

17,726,040円 平成 年 月 日

栗水工29-109（栗）号
市道元木線配水管布
設替補償工事

配水管布設替工
施工延長　L=20.9m
布設延長（RRVPφ150）

布設延長（保温付SUS150A）

6,696,000円 平成 年 月 日

栗水工29-110（栗）号
栗駒鳥沢地内配水管
布設工事

配水管布設工
施工延長　L=842.9ｍ
布設延長（VPφ75）Ｌ＝
275.6ｍ
布設延長（PPφ50）Ｌ＝
497.4ｍ
布設延長（PPφ30）Ｌ＝57.0
ｍ
布設延長（SGPφ32）Ｌ＝
12.9ｍ

12,368,160円 平成 年 月 日

栗水工29-111（若）号
若柳八木地区配水管
布設替補償工事

配水管布設替工
施工延長　L=28.8m
布設延長PPφ50　L=14.1m
布設延長RRVPφ50

布設延長保温付SUS鋼管
50A　L=4.6m

2,700,000円 平成 年 月 日

栗水工29-112（志）号
市道颯壁線配水管布
設替補償工事

配水管布設替工
施工延長　L=230.6m
布設延長DIP（NS型E種）φ
150　L=143.0m
布設延長DIP（NS型E種）φ
75　L=25.8m
布設延長RRVPφ100

12,204,000円
平成 年 月 日
（ 竣 工 予 定 ）

栗水工29-113（築）号
県道若柳築館線配水
管布設替工事

配水管布設替工
施工延長　L=80.0m
ポリエチレン管（PPφ25）

添架管（SGP-VD25A）

1,252,800円 平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

着 工 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
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事 業 名 施 工 内 容 事 業 費 竣 工 年 月 日

栗水工29-114（築）号
築館黒瀬地内配水管
布設替補償工事

配水管布設替工
施工延長　L=1,189.2m
布設延長　PEφ75

布設延長　保温付SUS鋼管
80A　L=171.5m
仮設管布設替工
施工延長　L=124.6m
布設延長　PEφ75

舗装本復旧工
施工延長　L=415.2m
表層工（再生密粒度AS20F
t=5cm）A=1,240.0m

75,492,000円
平成 年 月 日
（ 竣 工 予 定 ）

栗水工29-115（築）号
築館成田地内配水管
布設替工事

石綿セメント管更新工
施工延長　L=132.1m
ダクタイル鋳鉄管（DIP-NE形
φ150）L=132.4m

7,515,720円 平成 年 月 日

栗水工29-116（築）号
築館薬師一丁目地内
配水管布設替工事

配水管布設替工
施工延長　L=8.8m
硬質塩化ビニル管（VPφ
150）　L=5.2m
硬質塩化ビニル管（VPφ75）

給水施設6箇所

5,400,000円 平成 年 月 日

栗水工29-201（鶯）号
鶯沢南郷地区舗装本
復旧工事

舗装本復旧工（石綿セメント
管更新）
施工延長L=755.0m
表層工（再生密粒度Aｓ13F
ｔ=5）　A=564㎡
表層工（再生密粒度Aｓ20F
ｔ=5）　A=156㎡
表層工（密粒度20改質Ⅱ型
ｔ=5）　A=636㎡
表層工（再生細粒度Aｓ13　ｔ
=3）　A=1,260㎡
上層路盤工（再生Ａｓ安定処
理　ｔ=8）　A=636㎡

15,195,600円 平成 年 月 日

栗水工29-202（一）号
一迫真坂地区舗装本
復旧工事

舗装本復旧工
施工延長　L=968.3m
表層工（再生密粘度Aｓ13F
ｔ=5ｃｍ）　A=3,370㎡
区画線（実線　W=15cm）

区画線（破線　W=15cm）

16,142,760円 平成 年 月 日

栗水工29-203（一）号
一迫柳目曽根地内消
火栓設置工事

消火栓設置工
地上式消火栓　N=1基
防火水槽解体　N=1基

3,996,000円 平成 年 月 日

栗水工29-204（鶯）号
館山配水池流入弁設
置工事

流入弁設置工
機械設備
流入弁（電動バタフライ弁）
80A×10K×31W　N=1台
電気設備配電盤設備（既設
盤改造）N=1式
計装設備（流入流量計）N=1
組
監視装置（クラウドサーバ機
能増設）N=1式

8,703,720円 平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

着 工 年 月 日
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事 業 名 施 工 内 容 事 業 費 竣 工 年 月 日

栗水工29-205（花）号
花山地区配水池フェ
ンス設置工事

フェンス設置工　N=2箇所
ネットフェンス[H=1,800㎜
外忍び]L=45.2m
片扉門扉[H=1,800㎜　外忍
び]N=2基

972,000円 平成 年 月 日

栗水工29-206（鶯）号
県道文字下細倉線ほ
か舗装本復旧工事

舗装本復旧工
施工延長L=839.0m
表層工（再生密粒度Aｓ20F
PK-3　ｔ=5㎝）　A=1,620㎡
表層工（再生密粒度Aｓ20F
PK-4　ｔ=5㎝）　A=314㎡
表層工（密粒度（20）改質Ⅱ
型　ｔ=5㎝）　A=1,739㎡
上層路盤工（再生Aｓ安定処
理　ｔ=6cm）　A=1,739㎡
上層路盤工（再生Ａｓ安定処
理　ｔ=8cm）　A=314㎡
区画線（実線　W=15cm）

区画線（実線　W=30cm）

27,052,920円 平成 年 月 日

333,804,240円

（２）改良工事（機械備品等）の概況

金 額

1,149,983円

1,101,311円

1,036,800円

442,800円

9,900,360円

5,799,600円

19,430,854円

品 名 設 置 場 所 数量

一式

栗原市上下水道部水道課

薬用冷凍冷蔵庫 栗原市水道水質検査室 一式

平成 年 月 日

平成 年 月 日

軽四輪貨物自動車 1台

合　　　　　　計

軽四輪貨物自動車 栗原市上下水道部水道課 1台

着 工 年 月 日

水道直結超純水製造装置 栗原市水道水質検査室 一式

全有機体炭素計

合　　　　　　計

イオンクロマトグラフ-ポストカラム法装置

栗原市水道水質検査室

栗原市水道水質検査室 一式
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（３）保存工事の概況

事 業 名 施 工 内 容 事 業 費 竣 工 年 月 日

国道398号仕切弁筐
段差修繕

舗装修繕 N=1式 108,000円 平成 年 月 日

新沼崎地内仕切弁筐
段差修繕

舗装修繕 N=1式 448,200円 平成 年 月 日

五輪地内仕切弁筐段
差修繕

舗装修繕 N=1式 132,840円 平成 年 月 日

本町地内仕切弁筐段
差修繕

舗装修繕 N=1式 36,720円 平成 年 月 日

文字新田地内道路舗
装修繕

舗装修繕 N=1式 69,120円 平成 年 月 日

佐野丁地内仕切弁筐
段差修繕

舗装修繕 N=1式 199,800円 平成 年 月 日

桜丁地内仕切弁筐段
差修繕

舗装修繕 N=1式 199,800円 平成 年 月 日

堀口宮中地内仕切弁
筐段差修繕

舗装修繕 N=1式 77,760円 平成 年 月 日

沢辺西大寺地内道路
舗装修繕

舗装修繕 N=1式 125,280円 平成 年 月 日

中町地内仕切弁筐段
差修繕

舗装修繕 N=1式 259,200円 平成 年 月 日

1,656,720円

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平 成 年 月 日

平成 年 月 日

着 工 年 月 日

平成 年 月 日

合　　　　　　計

平成 年 月 日

平 成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
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３　業務

（１）業務量

％

％

※前年度数値は、栗原市簡易水道事業分を含む。

（２）事業収入に関する事項

％

％

1．給水収益 ％

2．受託工事収益 － ％

3．その他の営業収益 ％

％

％

2．他会計補助金 ％

3．長期前受金戻入 ％

4．雑収益 ％

1．過年度損益修正益

　　２　営業外収益

比　　率　　　　増　　　減　　　　

㎥

戸

㎥

△ 4,224８．県水受水量

　　１　営業収益

㎥

△ 69,254 ㎥ △ 1.1 ％

％ －

△ 455

△ 24,483,283

区　　　　　　分

栗原市水道事業

本年度 前年度
増減 比較

対前年度

科　　　　　　目 本年度

水道事業収益

人

㎥
㎥

㎥

△ 10,977,029

皆増

㎥

前年度

△ 0.5㎥

比　　　　　　較

(単位　円）

△ 169,999 ㎥ △ 2.1 ％

△ 20 件 △ 0.1 ％

1．受取利息及び配当金

　　３　特別利益

△ 28,398

皆増

件

（うち簡水6,628件）

１．年度末給水人口

２．年度末給水戸数

４．年間配水量

㎥ △ 2.0 ％

％

（うち簡水18,608人）

（うち簡水6,427戸）

（うち簡水2,257,721㎥）

（うち簡水1,668,155㎥）

（うち簡水6,186㎥）

△ 635 人 △ 0.9 ％

戸 ％

５．年間有収水量

６．有収率

７．一日平均配水量

人

戸

３．年度末給水契約件数 件

％

㎥
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（３）事業費用に関する事項

％

　　１　営業費用 ％

1．原水及び浄水費　 ％

2．配水及び給水費 ％

3．受託工事費 － ％

4．総係費 ％

5．減価償却費 ％

6．資産減耗費 ％

％

％

－ ％

3．雑支出 ％

　　３　特別損失 ％

1．臨時損失 ％

2．過年度損益修正損 ％

2．消費税及び地方消費税

1．支払利息及び企業債取扱諸費

水道事業費用

　　２　営業外費用

△ 3,404,525

△ 10,728,680

科　　　　　　目 本年度 前年度
　　　　増　　　　減　　　　

△ 11,198,956

比　　　　　　　　　　　較

(単位　円）

比　　率

－401－



（１）企業債及び一時借入金の概況

①企業債（固定負債）

※当期増加額は栗原市簡易水道事業からの引継による5,338,485,453円である。

②一時借入金

③企業債（流動負債）

※当期増加額には、栗原市簡易水道事業からの引継による359,449,432円を含む。

(２) その他会計経理に関する重要事項

①資本金

※当期増加額には、栗原市簡易水道事業からの引継による4,547,774,874円を含む。

②流動資産

（ア）現金預金

※当期増加額には、栗原市簡易水道事業からの引継による126,977,384円を含む。

（イ）未収金

４　会計

備考

　　　　（単位　円）

　　　　（単位　円）

科 目 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備考
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

その他の企業債

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高

合 計

　　　　（単位　円）

　　　　（単位　円）

科 目 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備考

その他の企業債

合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備考

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

合 計

　　　　（単位　円）

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備考

当 座 預 金

普 通 預 金

定 期 預 金

現 金

合 計

　　　　（単位　円）

科 目 金 額 備 考

給 水 収 益 水道料金

その他の営業収益 督促手数料外

営 業 外 未 収 金 不用品売却代金

そ の 他 未 収 金 一般会計出資金等

合 計
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（ウ）貸倒引当金

（エ）貯蔵品

※当期増加額には、栗原市簡易水道事業からの引継による9,255,575円を含む。

（オ）前払金

③流動負債
（ア）未払金 （単位　円）

消費税及び地方消費税

（イ）前受金

（ウ）引当金

（エ）その他流動負債 （単位　円）

その他流動負債

　　　　（単位　円）

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備考

　　　　（単位　円）

前期繰越額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備　　　　考

その他貯蔵品

合 計

　　　　（単位　円）

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備考

浄水場管理委託料外

修繕料外

科　　　　　目

１．原水及び浄水費

２．配水及び給水費

金　　　　　　額

原 材 料

量 水 器

前 払 金

期 末 残 高 備考

前 受 金

メーター検針委託料外

下水道料金等預り金外

３．総係費

４．消費税及び地方消費税

５．その他未払金

合　　　　　計

備　　　　　　考

備　　　　　　考

預り担保金、預り諸税（社会保険料、雇用保険料、所得税）

科　　　　　目 金　　　　　　額

　　　　（単位　円）

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備考

賞与等引当金

　　　　（単位　円）

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額
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④繰延収益

（ア）長期前受金 （単位　円）

※当期増加額には、栗原市簡易水道事業からの引継による2,657,134,498円を含む。

（イ）収益化累計額 （単位　円）

⑤不課税収入の使途について

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高

(ア)他会計負担金 520,000円については、消火栓等に要する経費として、委託料(課税仕入れ)に
　 520,000円(特定収入)を充当した。

(イ)他会計補助金 293,270,000円については、児童手当に要する経費として、職員給与費に
　 3,410,000円(特定収入以外)､統合前の簡易水道の建設改良に要する経費として、企業債償還利
　息に 58,055,000円(特定収入以外)、高料金対策に要する経費として企業債償還利息及び職員給
　与費に 231,805,000円(特定収入以外)をそれぞれ充当した。

(ウ)その他雑収益の不課税収入 20,415,561円のうち花山ダム利水者精算金 1,281,800円、消費税
　及び地方消費税還付金 16,306,552円は特定収入以外である。そのほか 2,827,209円のうち公有
　建物災害共済金として、修繕費(課税仕入れ)に 589,464円(特定収入)を､損失水量等賠償金とし
　て、修繕費(課税仕入れ)に 386,365円を、東京電力事故損害賠償金として､放射能検査手数料及
　び汚泥処理委託料(課税仕入れ)に 1,831,680円(特定収入)､消費税及び地方消費税還付加算金と
　して、職員給与費に 19,700円(特定収入以外)をそれぞれ充当した。

(エ)他会計出資金 289,389,000円については、企業債償還元金に 249,051,000円(特定収入以外)、
　工事請負費に 40,338,000円(特定収入以外)をそれぞれ充当した。

(オ)工事負担金56,580,000円については、建設改良に要する経費として､工事請負費(課税仕入れ)
　に 56,580,000円(特定収入)を充当した。

(カ)他会計負担金6,124,680円については、消火栓に要する経費として、工事請負費(課税仕入れ)
　に 6,124,680円(特定収入)を充当した。

期 末 残 高

備　　　 考

備　　　 考
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④繰延収益

（ア）長期前受金 （単位　円）

※当期増加額には、栗原市簡易水道事業からの引継による2,657,134,498円を含む。

（イ）収益化累計額 （単位　円）

⑤不課税収入の使途について

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高

(ア)他会計負担金 520,000円については、消火栓等に要する経費として、委託料(課税仕入れ)に
　 520,000円(特定収入)を充当した。

(イ)他会計補助金 293,270,000円については、児童手当に要する経費として、職員給与費に
　 3,410,000円(特定収入以外)､統合前の簡易水道の建設改良に要する経費として、企業債償還利
　息に 58,055,000円(特定収入以外)、高料金対策に要する経費として企業債償還利息及び職員給
　与費に 231,805,000円(特定収入以外)をそれぞれ充当した。

(ウ)その他雑収益の不課税収入 20,415,561円のうち花山ダム利水者精算金 1,281,800円、消費税
　及び地方消費税還付金 16,306,552円は特定収入以外である。そのほか 2,827,209円のうち公有
　建物災害共済金として、修繕費(課税仕入れ)に 589,464円(特定収入)を､損失水量等賠償金とし
　て、修繕費(課税仕入れ)に 386,365円を、東京電力事故損害賠償金として､放射能検査手数料及
　び汚泥処理委託料(課税仕入れ)に 1,831,680円(特定収入)､消費税及び地方消費税還付加算金と
　して、職員給与費に 19,700円(特定収入以外)をそれぞれ充当した。

(エ)他会計出資金 289,389,000円については、企業債償還元金に 249,051,000円(特定収入以外)、
　工事請負費に 40,338,000円(特定収入以外)をそれぞれ充当した。

(オ)工事負担金56,580,000円については、建設改良に要する経費として､工事請負費(課税仕入れ)
　に 56,580,000円(特定収入)を充当した。

(カ)他会計負担金6,124,680円については、消火栓に要する経費として、工事請負費(課税仕入れ)
　に 6,124,680円(特定収入)を充当した。

期 末 残 高

備　　　 考

備　　　 考

（単位　円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 188,435

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △ 254,630,197

受取利息及び受取配当金 △ 767,183

支払利息

固定資産除却費

資産減耗費

未収金の増減額（△は増加） △ 47,138,218

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他の流動資産の増減額（△は増加） △ 2,444,445

その他の流動負債の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 212,406,949

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 267,231,616

国庫補助金等による収入

その他建設改良費等の財源に充てるための収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 170,455,598

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 739,955,738

その他の企業債の償還による支出 △ 26,791,532

一般会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 484,440,270

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高
資金期末残高

※資金期首残高には、栗原市簡易水道事業からの引継による126,977,384円を含む。

平成２９年度栗原市水道事業キャッシュ・フロー計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
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１  収　益 消費税及び地方消費税を除 く    (単位　円）

若柳

栗駒

志波姫

瀬峰

高清水

栗駒（旧簡易水道事業）

一迫（旧簡易水道事業）

鶯沢（旧簡易水道事業）

金成（旧簡易水道事業）

花山（旧簡易水道事業）

材料検査手数料

工事検査手数料
給水装置工事事業者指定
手数料

督促手数料等

特別会計委託金
下水道使用料事務経費委
託金
農業集落排水事業使用料
事務経費委託金
合併処理浄化槽使用料事
務経費委託金

長期前受金
戻 入

補 助 金 等 分 長期前受金戻入

収　益　費　用　明　細　書

款 項 目 節 金　　　額 備　　　　考

水道事業収益

給 水 収 益

営 業 収 益

受 託 工 事
収 益

水 道 料 金
築館

一般会計負担金

手 数 料
設計審査手数料

そ の 他 の
営 業 収 益

他 会 計 負 担 金

雑 収 益 下水道使用水量検針事務経費

受 取 利 息
及び配当金

営 業 外
収 益

他 会 計
補 助 金

預 金 利 息 預金利息

他 会 計 補 助 金 一般会計補助金
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（単位　円）

消費税及び地方消費税還
付加算金

水道用地電柱使用料

原子力発電所事故損害賠
償金
高病原性鳥インフルエン
ザ防疫経費（臨時給水料
金）
水道管損傷損失水量等賠
償金

建物災害共済金

消費税関係雑収益

その他雑収益

雑 収 益

款 項 目 節 金　　　額 備　　　　考

不 用 品
売 却 収 益

不用品売却代金

そ の 他 雑 収 益

花山ダム利水者負担金精
算金

旧簡易水道事業 平成28
年度消費税及び地方消費
税還付金

過 年 度 損 益
修 正 益

特 別 利 益

過 年 度 損
益 修 正 益

旧簡易水道事業水道使用料4月請求分

収 益 合 計
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２ 費　用 消費税及び地方消費税を除く    （単位　円）

浄水場等管理業務委託料
警備委託料

汚泥処理業務委託料

浄水施設等環境整備業務
委託料
浄水場取水口清掃業務委
託料
水質検査機器保守委託料

水道水質検査採水業務委
託料
機械計装設備等保守点検
委託料
緊急時水道施設点検業務
委託料
浄水場テレメーター通信調
査業務委託料
情報配信サービス業務委
託料
支障木等伐採業務委託料

流量等調査業務委託料

浄水場緊急通報システム
使用料

栗原市・大崎市送水業務
負担金

款 項 目 節 金　　　額

光 熱 水 費

備　　　　考

水道事業費用

営 業 費 用

原 水 及 び
浄 水 費

燃 料 費 燃料費

備 消 耗 品 費 備消耗品費

委 託 料
水質検査業務委託料

通 信 運 搬 費 電話料等

機械及び装置等修繕料

手 数 料 腸内細菌検査手数料

修 繕 費

水道施設用地賃借料
賃 借 料

浄水施設等動力費

花山ダム管理費負担金

動 力 費

負 担 金

受 水 費 県大崎広域水道受水費

薬 品 費 凝集剤及び滅菌薬品等

材 料 費

補 償 金 水源地周辺水田休耕補償金

光熱水費

－408－



（単位　円）

職員給料

時間外勤務手当

その他手当

共済組合負担金

退職手当組合負担金

水道メーター交換業務委
託料

漏水調査業務委託料
配水施設等環境整備業務
委託料

水道台帳整備委託料

緊急時給水業務委託料
水道施設運転管理業務委
託料
緊急遮断弁点検業務委託
料
非常通報装置設定変更業
務委託料

支障木伐採業務委託料

緊急通報システム使用料

賞与引当金繰入額
法定福利費引当金繰入額

備　　　　考

配 水 及 び
給 水 費

款 項 目 節 金　　　額

給 料
予算額　16,238,000円

予算額　10,613,000円
手 当

法定福利費
予算額　4,657,000円

退職給付費
予算額　4,230,000円

備消耗品費 備消耗品費

燃 料 費 燃料費

水道施設警報装置等通信費通信運搬費

委 託 料

水道施設用地賃借料

修 繕 費

路面復旧費 配水施設修繕に伴う路面復旧費

配水施設等修繕料

賃 借 料

動 力 費 配水施設動力費

材 料 費 配水管補修材料費

受 託
工 事 費

予算額　2,488,000円

雑 費

賞与等引当金
繰 入 額
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（単位　円）

職員給料

時間外勤務手当

その他手当

予算額　3,184,000円

臨時職員賃金

共済組合負担金等

退職手当組合負担金

電話料

郵便料

止水栓開閉栓業務委託料
水道料金システム用付属
機器保守点検業務委託料

納付書印刷等業務委託料
アセットマネジメント策定業
務委託料
圧着機ハードウェア保守業
務委託料

コンビニ収納取扱手数料

タイヤ交換手数料

積算システム賃借料

自動車賃借料
水道料金システム用付属
機器等賃借料
有料道路通行料
コンビニ収納システム基本
使用料
コピー等使用料

水道メーター検針業務委
託料

委 託 料

法定福利費

通信運搬費

手 数 料
水道使用料口座振替手数
料

退職給付費
予算額　16,242,000円

光 熱 水 費 光熱水費

賃 借 料

款 項 目 節 金　　　額 備　　　　考

総 係 費

予算額　21,232,000円

手 当 予算額　34,555,000円

給 料 予算額　62,424,000円

賃 金

旅 費 普通旅費

備消耗品費 備消耗品費

燃 料 費 燃料費

報 償 費 水道使用料完納奨励金

印刷製本費 印刷製本費
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（単位　円）

賞与引当金繰入額
法定福利費引当金繰入額

自動車重量税

研修会等参加負担金

火災保険料等

ＮＨＫ放送受信料等

賞与等引当金
繰 入 額

修 繕 費 公用車修繕料

款 項 目 節 金　　　額 備　　　　考

日本水道協会負担金等

雑 費

その他負担金

会 費 負 担 金

保 険 料

公 課 費

予算額　10,230,000円

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

有形固定資産
減 価 償 却 費

有形固定資産減価償却費

減 価
償 却 費

厚 生 福 利 費 各種検診料

無形固定資産
減 価 償 却 費

無形固定資産減価償却費

資 産
減 耗 費

営 業 外
費 用

固 定 資 産
除 却 費

布設替配水管等除却費

た な 卸 資 産
減 耗 費

企業債償還利子

支 払 利 息
及 び 企 業
債 取 扱
諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

借 入 金 利 息

消費税関係雑支出

特 別 損 失

その他雑支出

過年度分水道使用料還付金

臨 時 損 失

過 年 度 損
益 修 正 損

過 年 度 損 益
修 正 損

放射能検査手数料災害による損失

雑 支 出

消費税及び
地方消費税

企 業 債 利 息

費 用 合 計
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有 形 固 定 資 産 明 細 書

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

累　　　計

土 地

立 木

建 物

構 築 物

機械及び
装 置

車両及び
運 搬 具

工具器具
及び備品

建 設
仮 勘 定

合 計

※当期増加額には、栗原市簡易水道事業からの引継による12,672,348,357円を含む。

無 形 固 定 資 産 明 細 書

当 年 度
減 少 額

当 年 度
減 価 償 却 高

年 度 末
現 在 高

※当期増加額は、栗原市簡易水道事業からの引継による92,181,057円である。

電 話 加 入 権

ダ ム 使 用 権

備　　　　　　　考
当 年 度
増 加 額

年度当初
現 在 高

（単位　円）

資産の
種　　類

年 度 当 初 の
現 在 高

当 年 度
増 加 額

減価償却累計額

（単位　円）

年 度 末 償 却
未 済 高

合　　　　　計

資 産 の 種 類

施 設 利 用 権

年度末現在高
当 年 度
減 少 額
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企　業　債　明　細　書
（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

昭和 年度 政府債 昭和 年 月 日 平成30年3月
簡水か
ら引継

昭和 年度 政府債 昭和 年 月 日 平成30年3月

昭和 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月

昭和 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

昭和 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

昭和 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成34年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成37年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成37年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成37年3月
簡水か
ら引継

償還終期 備 考

建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成37年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成37年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成38年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成38年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成38年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成38年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成37年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成37年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成37年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成37年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成38年3月

建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

－415－



（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年9月
簡水か
ら引継
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年9月
簡水か
ら引継
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年9月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月
簡水か
ら引継
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月
簡水か
ら引継
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成30年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成30年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成30年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成30年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年9月
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成32年3月 借換債

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成50年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成50年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成50年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成50年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成33年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成33年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成33年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成33年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成33年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成31年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成31年3月
借換債
簡水か
ら引継
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成31年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成31年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成31年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成31年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成31年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 機構債 平成 年 月 日 平成49年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 機構債 平成 年 月 日 平成49年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 機構債 平成 年 月 日 平成49年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成30年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成30年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成30年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成30年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成30年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成30年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成30年3月
借換債
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成52年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 機構債 平成 年 月 日 平成52年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成53年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成53年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成53年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成53年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成36年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成54年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成37年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成55年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成55年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成55年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成55年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成55年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成57年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成58年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成58年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成59年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月
簡水か
ら引継

建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

－425－



（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 民間債 平成 年 月 日 平成39年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成59年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月
簡水か
ら引継

計

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成31年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

償還終期 備 考種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成33年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成34年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成35年3月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成38年9月
簡水か
ら引継

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成38年9月
簡水か
ら引継

計
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Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却方法
　　（１）有形固定資産
　　　　　・減価償却方法　　定額法による
　　　　　・主な耐用年数　　法定耐用年数による
　　（２）無形固定資産
　　　　　・減価償却方法　　定額法による

　３　引当金の計上方法
　　（１）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は、「栗原市水道事業会計職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚
　　　　書」に基づき、宮城県市町村職員退職手当組合負担金条例第２条第１項及び第３条第１
　　　　項の規定に基づく組合市町村負担金以外の一切を一般会計が負担することになっている
　　　　ため、退職給付引当金は計上していない。
　　（２）賞与等引当金
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、
　　　　当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す
　　　　る額(１２月から３月までの４か月分)を計上している。
　　（３）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去５年間の不納欠損額の実績により回収
　　　　不能見込額を計上している。

　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理方式によっている。

Ⅱ　貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担
　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還
　　　予定のものも含む。)のうち他会計が負担すると見込まれる額は 3,309,803千円である(平
　　　成２９年度に企業債の償還に対して他会計が負担している項目について、平成２９年度基
　　　準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定している。)。

　２　栗原市簡易水道事業との統合
　　　　地方公営企業法施行令第７条による「事務引継書」等に基づき、平成２９年４月１日に
　　　栗原市簡易水道事業と統合し、同事業の事務を引き継いだことにより、以下の資産、負債、
　　　資本を引き継いだ。

（資産）
固定資産 土地 円

建物 円
構築物 円
機械及び装置 円
車両及び運搬具 円
工具器具及び備品 円
ダム使用権 円

流動資産 現金預金 円
未収金 円
貯蔵品 円

資産合計 円

注　　　　　　記
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（負債）
固定負債 円

その他の企業債 円
流動負債 円

その他の企業債 円
未払金 円

繰延収益 長期前受金 円
負債合計 円

（資本）
資本金 円
資本合計 円

Ⅲ　その他の注記

　　引当金の取り崩し
　　（１）賞与等引当金
　　　　当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支
　　　払いに充てるため、賞与等引当金 12,485,000円（期末手当及び勤勉手当分 10,511,121円、
　　　法定福利費分 1,973,879円）を取り崩した。
　　（２）貸倒引当金
　　　　当年度において、債権の不納欠損による損失額 567,865円を処理するため、貸倒引当金
　　　 567,865円を取り崩した。

建設改良費等の財源に充てるための企業債

建設改良費等の財源に充てるための企業債Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却方法
　　（１）有形固定資産
　　　　　・減価償却方法　　定額法による
　　　　　・主な耐用年数　　法定耐用年数による
　　（２）無形固定資産
　　　　　・減価償却方法　　定額法による

　３　引当金の計上方法
　　（１）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は、「栗原市水道事業会計職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚
　　　　書」に基づき、宮城県市町村職員退職手当組合負担金条例第２条第１項及び第３条第１
　　　　項の規定に基づく組合市町村負担金以外の一切を一般会計が負担することになっている
　　　　ため、退職給付引当金は計上していない。
　　（２）賞与等引当金
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、
　　　　当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す
　　　　る額(１２月から３月までの４か月分)を計上している。
　　（３）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去５年間の不納欠損額の実績により回収
　　　　不能見込額を計上している。

　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理方式によっている。

Ⅱ　貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担
　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還
　　　予定のものも含む。)のうち他会計が負担すると見込まれる額は 3,309,803千円である(平
　　　成２９年度に企業債の償還に対して他会計が負担している項目について、平成２９年度基
　　　準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定している。)。

　２　栗原市簡易水道事業との統合
　　　　地方公営企業法施行令第７条による「事務引継書」等に基づき、平成２９年４月１日に
　　　栗原市簡易水道事業と統合し、同事業の事務を引き継いだことにより、以下の資産、負債、
　　　資本を引き継いだ。

（資産）
固定資産 土地 円

建物 円
構築物 円
機械及び装置 円
車両及び運搬具 円
工具器具及び備品 円
ダム使用権 円

流動資産 現金預金 円
未収金 円
貯蔵品 円

資産合計 円

注　　　　　　記
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